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訪問入浴介護重要事項説明書 

 

 

１．島原市社会福祉協議会 島原訪問入浴介護事業所の概要 

 （１）提供できるサービスの種類と地域 

 

事業所名 

 

島原市社会福祉協議会 島原訪問入浴介護事業所 

 

所在地 

 

島原市霊南一丁目１７番地 

 

介護保険指定番号 

・その他のサービス 

 

 

訪問入浴介護（４２８０３０００１５） 

・訪問介護（４２７０３００６５２） 

 

 

サービスを提供する地域 

 

 

島原市（この地域以外の方でもご希望の方はご相談ください。） 

 

 （２）同事業所の職員体制 

 

 

 

 資 格 

 

 常 勤 

 

 非常勤 

 

  計 

 

管理者 

 

 

 

    １名 

 

 

 

    １名 

 

看護職員 

 

准看護師 

 

  ０名 

 

    ３名 

 

  ３名 
 
 
介護職員 

 
 

 
介護福祉士 

 
    ６名 

 
  ３名 

 
   ９名 

 

その他 
 

 

    
 

 

  ７名 
 

 

   ７名 
 

 （３）営業日及び営業時間 

     ①営業日及び営業時間は、月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５分までと 

   する。ただし、祝日及び１２月２９日から１月３日までの期間を除く。 

      ②サービス提供日及び提供時間は、年中無休の午前８時３０分から午後５時１５分までとする。 

   ただし、特別な事由がある場合はこの限りではない。 

      ③電話等により、２４時間常時連絡が可能な体制とする。 

 

２．島原市社会福祉協議会 島原訪問入浴介護事業所が提供するサービスについての相談窓口 

 

        電話 ０９５７－６５－５５３０（午前８時３０分～午後５時１５分まで） 

        担当 吉田          ※ご不明な点は、なんでもおたずねください。 
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３．サービス内容 

   利用者に対して心身の状態について十分な配慮の下で介助し、浴槽を居宅に持ち込んで、入浴 

  の介助を行います。また、利用者の心身状況から全身入浴が困難な場合には、清拭又は部分浴 

 （洗髪など）を行います。 

４．利用料金 

 （１）利用料 

        介護保険からの給付サービスを利用する場合は、基本料金（料金表）の１割から３割(介護 

   保険負担割合証に記載)です。 

    ただし、介護保険の給付の範囲を超えたサービス利用は全額自己負担となります。 

    ［料金表－基本料金－］ 

 

訪問入浴介護 

 

 １回 １２，６００円 
 

全身入浴が困難な場合に清拭又は部分浴を行った場合 
 

 

 １回 １１，３４０円 
 

      ①利用者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいったんお支 

   払いいただきます。要支援または要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保 

   険から払い戻されます（償還払い）。また、居宅サービス計画が作成されていない場合も償 

   還払いとなります。償還払いとなる場合、利用者が保険給付の申請を行うために必要となる 

   事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

      ②介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて利用者の負担額を変更 

   します。 

 （２）交通費      

        前期２の（１）のサービスを提供する地域（島原市）にお住まいの方は無料です。 

        それ以外の地域の方は、看護職員及び介護職員がおたずねするための交通費の実費が必要で 

   す。なお、自動車を使用した場合は、次の額をいただきます。 

② 島原市を越えた地点から片道１０㎞未満 ５００円 

      ②島原市を越えた地点から片道１０㎞を超える場合、１㎞あたり５０円 

 （３）取消料 

        利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をされた場合、取 

   消料として下記の料金をお支払いいただく場合があります。 

 

 

 

利用予定日の前日までに申し出があった場合 

 

           無料 

 

利用予定日の前日までに申し出がなかった場合（ただし、利用者

の体調不良など正当な理由がある場合は、この限りではありませ

ん。） 

 

 

 

当該基本料金の３０％ 
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  （４）その他 

      ①利用者のお住まいで、サービスを提供するために使用する、水道、ガス、電気などの費用は 

   利用者の負担になります。 

      ②サービスを受ける場合は、原則として介護者が付き添って下さい。 

      ③サービス決定後において医師等から入浴禁止の指示があった場合は、速やかにその旨を申し 

        出て下さい。 

      ④利用者の心身異常により入浴困難な場合は、入浴を中止します。 

      ⑤料金のお支払い方法 

        毎月、１５日までに前月分の請求をいたしますので、３０日以内にお支払い下さい。 

        お支払い方法は、口座自動引き落としになります。 

 

５．サービスの利用方法 

 （１）サービスの利用開始 

        まずは、電話等でお申し込みください。職員がお伺いします。 

        訪問入浴介護計画作成と同時に契約を結び、サービスの提供を開始します。 

 （２）サービスの終了  

      ①利用者の都合でサービスを終了する場合 

        サービスの終了を希望する日の１週間前までに文書で申し出ください。 

   ②当会の都合でサービスを終了する場合 

        人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させていただく場合がございま 

   す。その場合は、終了１ヶ月前までに文書で通知いたします。 

      ③自動終了 

        以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。 

    ・利用者が介護保険施設に入所した場合 

    ・介護保険給付でサービスを受けていた利用者の要介護認定区分が、非該当（自立）と認定 

    された場合 

        ・利用者が亡くなられた場合 

      ④その他 

        ・当会が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に違反した場合、利用者や家 

    族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、または当会が破産した場合、利用 

    者は文書で解約を通知することによって、即座にサービスを終了することができます。 

        ・利用者が、サービス利用料金のお支払いを３ヶ月以上遅延し、料金を支払うよう催告した 

    にもかかわらず７日以内に支払わない場合、または利用者や家族などが当会や当会のサー 

    ビス従事者に対して本契約を契約しがたいほどの背信行為を行った場合は、文書で通知す 

    ることにより、即座にサービスを終了させていただく場合がございます。 

 

６．サービス内容に関する苦情について 

 （１）相談・苦情窓口 

    当事業所に対する苦情や相談は以下の専用窓口で受け付けます。 
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        担当 吉田  電話０９５７－６５－５５３０ 

        受付時間   ８：３０～１７：１５ 

  （２）相談・苦情処理の体制・手順 

    ■苦情解決のための体制を次のとおりとする。 

   ① 苦情解決責任者 

     福祉サービスの利用者からの苦情を解決する責任者は、事務局長の石本博徳とする。  

   ② 苦情受付担当者 

      サービスの利用者からの苦情の申し出を受け付ける苦情受付担当者は、森川由利子とする。 

   ③ 第三者委員 

       苦情解決処理に社会性や客観性を確保するため第三者委員をおき、次の職務を行う。 

       ・利用者からの苦情の直接受け付け 

       ・苦情申出人への助言 

       ・本会への助言 

       ・苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの立会い、助言 

    ■苦情解決の手順は、次のとおりとする。 

   ① 利用者への周知 

       苦情解決責任者は、利用者に対し苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第三者委員の氏名 

    連絡先、苦情解決の仕組み等について周知を図る。 

   ② 苦情の受け付け 

   (ｱ) 苦情受付担当者は、利用者からの苦情を随時受け付ける。なお、第三者委員も直接苦情を 

    受け付けることができる。 

   (ｲ) 苦情受付担当者は、利用者からの苦情受付に際し、次の事項を記録する。 

       ・苦情の内容 

       ・苦情申出人の希望等 

   ③ 苦情受付の報告・確認 

   (ｱ) 苦情受付担当者は、受け付けた苦情を苦情解決責任者に報告する。 

   (ｲ) 投書など匿名の苦情についても、必要な対応を行う。 

   (ｳ) 第三者委員は、苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いによる解決ができなかった場合に 

    苦情受付担当者から苦情の内容の報告を受けた場合は、内容を確認するとともに、苦情申 

    出人に報告を受けた旨を通知する。 

   ④ 苦情解決に向けての話し合い 

    (ｱ) 苦情解決責任者は、苦情申出人との話し合いによる解決に努める。その際、苦情申出人、 

    又は苦情解決責任者は、必要に応じて第三者委員の助言及び立ち合いを求めることができ 

    る。 

   (ｲ) 第三者委員の立ち合いによる苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いは、次の手順により 

    行う。 

       ・第三者委員による苦情内容の確認 

       ・第三者委員による解決案の調整、助言 
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    (ｳ) 解決に向けての話し合いが不調になった場合は、苦情解決責任者は苦情申出人に対し長崎 

    県運営適正化委員会を紹介することができる。 

 

 

長崎県運営適正化委員会 

 

 

 

〒852-8555 長崎市茂里町3-24 

長崎県総合福祉センター４階 

℡:095(842)6410/FAX:095(842)6740 

 

 

月曜日～金曜日 

９：００ 

  ～１７：００ 

 

 

７．事故発生時の対応 

      ①事故状況の把握・確認をし、応急処置を実施。救急・警察への連絡が必要な場合は要請。 

      ②医療機関への依頼。 

      ③家族、事業所の責任者へ連絡。 

   ④ケアマネージャー等へ連絡 

   ⑤島原地域広域市町村圏組合並びに島原市へ連絡。 

  

８．非常災害対策 

   事業者は、非常災害その他緊急の事態に備え、業務計画を作成し関係機関への通報及び 

   連携体制を整備し、定期的に従事者へ周知するとともに、定期的に必要な訓練を行う。 

 

９．業務継続計画 

   感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する訪問入浴介護の提供を継続的に実施  

   するため、及び早期の業務再開を図るための業務継続計画を策定し、必要な措置を講じる。  

   職員に対し、当該計画について周知するとともに、研修及び訓練を定期的に実施する。  

 

１０．虐待の防止 

   利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の措置をこうじます。 

① 虐待防止のため対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について 

職員に周知徹底を図ること 

② 虐待防止の指針を整備する。 

③ 職員に対し研修を定期的に実施する。 

④ 適切な措置を実施するための担当者を置くこと 

 

１１．感染症の予防及びまん延防止 

   感染症の予防まん延防止するため、次の措置を講じます。 

① 感染症の予防及びまん延防止ため対策委員会を年２回開催するとともに、その結果に 

ついて職員に周知徹底を図ること 

② 感染症及びまん延防止指針を整備すること 

③  職員に対し感染症及びまん延防止のための研修及び訓練を定期に実施すること 
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１２．当会の概要 

    名称・法人種別         社会福祉法人 島原市社会福祉協議会 

    代表者役職・氏名        会長 小川 学 

    所在地・電話番号        島原市霊南一丁目１７番地・０９５７－６３－３８５５ 

    定款の目的に定めた事業 １．社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

              ２．社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

              ３．社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調 

               整及び助成 

              ４．１から３のほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図る 

               ために必要な事業 

              ５．保健医療、教育その他の社会福祉と関連する事業との連絡 

                   ６．共同募金事業への協力 

              ７．訪問介護事業の経営 

              ８．訪問入浴介護事業経営 

              ９．通所介護事業の経営 

              10．障害福祉サービス事業の経営                       

              11．島原市福祉センターの経営                                    

              12．島原市有明福祉センターの経営 

                            13. 福祉サービス利用援助事業 

                            14. 福祉資金貸付事業  

                            15. 心配ごと相談事業 

              16.その他この法人の目的達成のため必要な事業 
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  令和  年  月  日 

 

 

 訪問入浴介護の提供開始にあたり、利用者に対して契約書および本書面に基づいて重要な事項を説

明しました。 

 

                事業所 

                                  所在地 島原市霊南一丁目１７番地 

                                  名 称  島原市社会福祉協議会 島原訪問入浴介護事業所   

 

                                  説明者                                     

 

 

 私は、契約書および本書面により、事業者から訪問入浴介護についての重要事項の説明を受け、同

意しました。 

 

                                  利用者 

                                      住 所  

 

                                      氏 名                                        

 

                                  （代理人・立会人） 

                                      住 所 

 

                                      氏 名                                        

 


